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１ ガイドプラン策定の目的（当初）

（背景）
都市の多様化や社会環境の変化に伴い、それぞれの地区
特有の景観が形成されるようになり、一律の規制では、
それぞれの地区特有の景観実態に合わない面がみられる
ようになってきた。

それぞれの地区の景観実態を考慮し、その地区に合った
掲出方法、基準を策定することとした。
（昭和62年4月1日）



２ 実施内容（当初）

動的な商工業地域

静的な住居地域

工業地域系

住居地域系

道頓堀地区

大阪駅前地区

難波高島屋前地区

西淀川地区

此花地区

上町台地地区

平野地区

堺筋地区

本町通地区

規制緩和

誘導基準
（通常の基準よりも

厳しい）

業務地域系

商業地域系

商業地域系



３ 経過

昭和60年12月4日 第15回屋外広告物審議会において審議
昭和61年12月10日 第16回屋外広告物審議会において審議
昭和62年４月１日 ガイドプラン策定 当初９地区で実施開始
平成29年10月1日 景観計画の改定により、重点届出区域が指定されたことを受け、

大阪市屋外広告物条例施行規則及びガイドプラン改正（3地区廃止）

【当初】
①大阪駅前地区
②難波高島屋前地区
③本町通地区
④堺筋地区
⑤上町台地地区
⑥平野地区
⑦西淀川地区
⑧此花地区
⑨道頓堀地区

【現在】
大阪駅前地区
難波高島屋前地区

①本町通地区
堺筋地区

②上町台地地区
③平野地区
④西淀川地区
⑤此花地区
⑥道頓堀地区

【重点届出区域】
①御堂筋地区
②堺筋地区
③四つ橋地区
④なにわ筋地区
⑤土佐堀通り地区
⑥国道２号地区
⑦中之島地区



４ 景観計画と屋外広告物条例（屋外広告物法）

屋外広告物法 第６条
景観法第八条第一項の景観計画に広告物の表示及び掲出物件の設置
に関する行為の制限に関する事項が定められた場合においては、当
該景観計画を策定した景観行政団体の前三条（※）の規定に基づく
条例は、当該景観計画に即して定めるものとする。
（※）広告物の表示等の禁止、広告物の表示等の制限、広告物の表
示の方法等の基準

【景観計画】
広告物の表示及び掲出物
件の設置に関する行為の
制限に関する事項

【屋外広告物条例】
①広告物の表示等の禁止
②広告物の表示等の制限
③広告物の表示の方法等の基準

反映



屋外広告物行政（建設局）

５ 景観計画と屋外広告物条例（経過）

景観行政（都市計画局）

H18.4 大阪市景観計画施行

H16.12 景観法施行

S24 屋外広告物法施行

S31.10 大阪市屋外広告物条例施行

H11.1 大阪市都市景観条例施行

H29.10 大阪市景観計画改正
（重点届出区域策定）

H16.12 屋外広告物法改正

S62.4 ガイドプラン策定

H29.10 屋外広告物条例施行規則
改正

S57.1～ 建築美観誘導制度策定

H29.10 ガイドプランから重点
届出区域と重複する３地域を廃止

法令 要綱等 法令 要綱等

これまで両局が別々の誘導基準を定めて景観施策を進めていたが、景観計画に「屋外広告物に関する行為の制限」が定
められたことにより、屋外広告物条例と一体的に運用することができ、法的拘束力のある規制を行うこととなった。

H29.10 建築美観誘導制度廃止



６ 課題と検証

○景観行政と屋外広告物行政がそれぞれに基準を定めてきたため、統一的な取扱いと
なっていない。

○ガイドプランはあくまで誘導基準であり法的拘束力がなく、協力要請に留まるもの
である。

○ガイドプラン策定から30年以上が経過し、大阪市域の街の様子が変化しており、

指定地区に特化した景観が見られなくなっている。（周辺地域との景観の違い
がない）

【課題】

【検証】

○現在のガイドプランの指定地区について、現地調査を実施し必要性を再検討する。



７ 指定地域の現地調査

地区名 本町通り地区 上町台地地区 平野地区 西淀川地区 此花地区 道頓堀地区

業務地域系 住居地域系 住居地域系 工業地域系 工業地域系 商業地域系

種別 誘導基準 誘導基準 誘導基準 誘導基準 誘導基準 規制緩和

現地の
イメージ

オフィスビルやマン
ションが多く、屋上塔、
壁面板等の屋外広告物
は少ない。

神社仏閣、学校、
マンションが多く、
屋上塔、壁面板、地
上塔等の屋外広告物
は少ない。

指定当時の用途
地域は住居地域
（一部近隣商業地
域）であった。
飲食店などの店

舗が多数あり、住
居系の地域とは言
えない。

大規模な工場はな
く、小規模な作業
所・倉庫やマンショ
ン等に変わっている。

大規模な工場
や物流倉庫が多
く、屋上塔、壁
面板等の屋外広
告物は少ない。

規制緩和の範囲内
で設置している広告
物が多数あり、大阪
らしい街並みの創出
に寄与している。

周辺地域と
の景観の違
いの有無

無 無 無 無 無 有



８ 今後の方針（案）

○平成３１年３月３１日をもって、ガイドプランの指定地
区から道頓堀地区以外の５地区を廃止する。

○今後、地域の特性に応じた屋外広告物の規制を設ける場
合には、都市計画局等と連携のうえ、実効性のあるもの
とする。



９ 今後のスケジュール

～ １２月 平成31年1月 2月 3月 4月～

解除手続き

周知期間

ＨＰ公表


